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定期借地権について

当社は、当社の所有している遊休地を借地として有効利用したいと考えていますが、一旦

借地権を設定してしまうと、土地明渡しを実現することが難しいと聞きます。長期的には

当社の工場を建設する構想もあり、一定期間経過後には必ず土地を明け渡してもらいたい

と考えていますが、何かよい方法はないでしょうか。

１ 建物所有目的の土地の賃貸借

建物所有目的の土地の賃借権（または地上権）を借地権といいますが、この借地権に

ついて借地借家法という法律が定められています。

借地借家法上は 、当事者間の合意により３０年以上であれば借地期間の定めをする、

ことができますが（借地借家法３条 、このような借地期間を定めたとしても、期間満）

了に際して借地権設定者が、借地権者からの更新請求あるいは借地権者の存続期間満了

後の土地使用継続に対し遅滞なく異議を述べ、かつ、その異議に正当の事由があると認

、 （ 、 ）、められなければ 法律上当然に借地契約が更新されてしまうことになり 同法５ ６条

しかもこの規定に反する特約で借地権者に不利なものは無効とされる（同法９条）こと

から、結局、土地所有者としてはいったん借地権を設定するとその土地の明渡を求める

ことはかなり困難となっているというのが実情です。

このような借地借家法の規定は、借地権者を保護するためのものですが、このため、

土地所有者が、いったん借地権を設定するとその土地の明渡を求めることはかなり困難

になることを懸念して借地権設定を敬遠する要因にもなっています。

２ 定期借地権

そこで、借地借家法は借地の供給を促すため、次に述べる定期借地権を定め、期間が

満了すると法定更新がなく、必ず消滅する借地権を認めています。

定期借地権とは、一定の借地期間が満了すれば更新されずに必ず土地が土地所有者に

返還される借地権をいい、いったん借地権を設定するとその土地の明渡を求めることは

かなり困難であるという土地所有者の不安を取り除いて、借地権を設定しやすくすると

ともに、軽い一時金負担で一定期間だけ土地を借りたいという土地利用者の期待に応え
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るものとして創設されました。

定期借地権には、その利用目的、存続期間によって、一般定期借地権、事業用定期借

地権、建物譲渡特約付借地権の３種類があります。

（１）一般定期借地権とは、借地権の存続期間を５０年以上と定め、かつ、

① 契約の更新のないこと

② 建物再築による存続期間の延長がないこと

③ 期間満了時に建物買取請求をしないこと

の３つの特約を定めた借地権をいいます（同法２２条 。）

これらの特約は、公正証書等の書面によってなされなければなりません。もっとも

公正証書というのは例示にすぎませんので、書面にしておけば公正証書でなければな

らないということはありません。

一般定期借地権は用途の制限がなく、一戸建て住宅、マンション分譲、社宅や寮と

しての活用が可能です。

（２）事業用定期借地権とは、専ら事業用の建物の所有を目的として存続期間を１０年以

上５０年未満の範囲で定めた借地権です（同法２３条 。）

比較的短期で終了する事業用定期借地権は、居住の安定性、継続性の確保に不適当

であることから、居住用の建物を目的とするものは除かれます。

、 、 、また 事業用定期借地権は一般定期借地権と比べて 用途の制限があることのほか

契約は必ず公正証書によりなされなければならない点が異なります（同法２３条３

項 。）

従前の借地借家法では、事業用借地権の存続期間は１０年以上２０年以下とされて

いたのですが、これでは、最長でも２０年後には建物を取り壊して更地にして土地を

土地所有者に返還しなければならず、建物の減価償却が終わらないうちに建物の取り

壊しを余儀なくされるなどの不都合が生じることから、平成２０年１月１日に施行さ

れた改正法において、事業用定期借地権の存続期間を１０年以上５０年未満に改めま

した。

この改正により、従来事業用定期借地権の設定が認められていなかった２０年超５

０年未満の期間が埋まったことになります。
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事業用定期借地権に関する借地借家法上の規定は、存続期間により以下の２種類に

分かれています。

Ａ 存続期間が３０年以上５０年未満の事業用定期借地権の場合、

①契約の更新のないこと

②建物再築による存続期間の延長がないこと

③期間満了時に建物買取請求をしないこと

の３つの特約を定めなければなりません（同法２３条１項 。）

Ｂ 存続期間が１０年以上３０年未満の事業用定期借地権の場合、上記Ａで述べた①

、 （ ）、～③の特約をつけなくても 当然に契約の更新等に関する規定 同法３条～８条

建物買取請求権に関する規定（同法１３条）及び借地契約の更新後の建物の再築の

許可に関する規定（同法１８条）は適用されないこととされています（同法２３条

２項 。）

以上の事業用定期借地権は、ファミリーレストランなどのロードサイドビジネス、

都心のテナントビルなどに向いているといわれています。

（３）建物譲渡特約付借地権とは、契約期間終了時に土地所有者が借地人から建物を買い

取ることによって借地権が消滅するという借地権です（同法２４条 。）

建物譲渡特約付借地権は、借地契約において３０年以上の存続期間を定め、かつ３

０年以上経過した後に借地権者が借地権設定者に借地上の建物を譲り渡すことをあら

かじめ定めておくことを要件としています。

なお、建物譲渡特約付借地権では、契約の方式として、書面によることは、要件と

されていません。

３ 本件の場合について

以上のとおり、一定の借地期間経過後に土地の明渡しを必ず実現する方法として、定

期借地権を利用することが考えられます。その際には、借地権の存続期間、利用目的、

契約方法などを考慮して、当社にとって最適の定期借地権を選択して設定するのがよい

でしょう。


